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名古屋港管理組合埋立事業中長期経営計画

団 体 名 ： 名古屋港管理組合

事 業 名 ： 宅地造成事業

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分 法適（一部適用） 事 業 開 始 年 月 日 昭和39年4月1日

職 員 数 48 事 業 の 種 類 臨海土地造成事業

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

　 本会計は、名古屋港の港勢の発展を図り、公共の福祉の増進に寄与するために、昭和39年度から地方公営企
業法の財務規定等を適用し、臨海用地を造成する事業を行っています。

事　業　形　態

8,546

エ 売 却 予 定 代 金 245,095,447,583

オ 売 却 予 定 面 積 24,892,000

カ ㎡当たり売却予定単価
（ エ / オ ） 9,846

施 工 地 区 名古屋港臨海用地

施 工 地 区 名 名古屋港臨海用地

土 地 造 成 状 況
（令和7年度までに埋立竣功）

ア 総 事 業 費 272,179,000,000

イ 総 面 積 31,848,000

ウ ㎡当たり造成予定単価
（ ア / イ ）

ウ ㎡ 当 た り 売 却 単 価
（ ア / イ ）

47,000

キ 事 業 費 回 収 率
（ エ × 100/ ア ）

90.05

元 利 金 債 発 行 状 況 発 行 額 累 計 －

造 成 地 処 分 状 況
（ 令 和 ３ 年 度 ）
※ 直 近 年 度 分 を 記 載

ア 売 却 代 金 919,058,680

イ 売 却 面 積 19,554.44

民間活用の状況
在来貨物を取り扱う埠頭（在来埠頭）関連の港湾施設の
管理業務について、令和７年４月から指定管理者制度を
導入した。
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（３） 現在の経営状況

R4 ％ R5 ％ R6 ％

R4 － 千円 R5 － 千円 R6 － 千円

R4 千円 R5 千円 R6 千円

R4 － 千円 R5 － 千円 R6 － 千円

R4 ％ R5 ％ R6 ％

（４） 賃貸方式により造成地等を活用する場合における活用状況

２．将来の事業環境

（１） 周辺の社会経済情勢の状況

（２） 土地造成・処分の見通し

事 業 費 回 収 率
※過去３年度分を記載

89.96 90.01 90.05

売 却 用 土 地 の
時 価 評 価 （ 相 当 ） 額
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

21,758,255 21,891,671 22,010,893

企 業 債 残 高
※過去３年度分を記載

【上記の収益、資産等の状況等を踏まえた現在の経営状況の分析】

　 事業費回収率は、100％を下回っているものの、南5区埋立事業に係る他団体からの負担金等を考慮すると、概
ね100％となる見込みです。

　 売却が計画どおり進んでいない造成地は約2.0％ありますが、主な負債は預り金や引当金のみであることから、
財務面は安定しています。

他 会 計 補 助 金 累 計 額
※過去３年度分を記載

売 却 予 定 地 計 画
年 度 経 過 率

※過去３年度分を記載
2.0 2.0 2.0

　下記の売却用地において、売却までの間の有効活用として、下記の面積及び契約期間で賃貸方式を活用してい
ます。
　その賃借料は約2億円/年となっており、造成地の管理運営費に充てています。

　　　・南5区埋立地（Ⅱ工区）　　　 　217,001㎡（平成26年度～令和15年度)
　　  ・飛島ふ頭第２貯木場埋立地 　 61,394㎡（平成29年度～令和15年度)
   　 ・弥富ふ頭完成土地              　27,753㎡（平成26年度～令和15年度）

 　財務省東海財務局による令和8年1月の管内経済情勢報告によると、経済情勢の総括判断は「緩やかに回復し
つつある」である。そのなかで、生産活動においては、自動車関連の生産回復や電子部品・デバイスの需要拡大を
背景に「緩やかに回復しつつある」、設備投資においては、輸送機械や半導体製造装置向けの投資増加見通しに
より「増加見込み」となっている。
　今後は米国の通商政策等に注視が必要だが、名古屋港周辺企業における設備投資に関しても高まりを感じるこ
とから、周辺の経済情勢は総じて回復基調にあると言えます。

　 土地造成については、弥富ふ頭第1貯木場北側埋立地において、令和3年度からしゅんせつ土砂による埋立て
を開始し、令和22年度に造成面積17.0haの埋立竣功を予定しています。
　 土地の売却については、企業の需要に応じた用地を提供するなど企業が立地しやすい環境を整えていくととも
に、愛知県をはじめとする周辺自治体との情報交換や、広域的な企業誘致活動に取り組み売却地の販売促進を
図ることで、計画期間内に約5.5haの売却を予定しています。
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※各数値は、項目ごとに表示単位未満を四捨五入等しているため、合計が一致しない場合があります。

（３）

３．経営の基本方針

施 工 地 区 名名古屋港臨海用地

項　　　　目 令和8年度 令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 小計

造成実績・計画

29,900

処分実績・計画

造成面積（㎡） 2,700 6,800 6,800 6,800 6,800

0

売却単価（千円/㎡） 0

売却面積（㎡）

0

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

426,789 426,789 426,789 426,789 426,789

土地売却収入（千円）

合計

造成実績・計画

項　　　　目 令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度 令和17年度

63,900

処分実績・計画

造成面積（㎡） 6,800 6,800 6,800 6,800 6,800

55,400

売却単価（千円/㎡） 52 52 45 45 49

売却面積（㎡） 17,900 17,900 9,800 9,800

2,736,000

当該年度末（予定）
未売却面積（㎡）

408,889 390,989 381,189 371,389 371,389

土地売却収入（千円） 927,000 927,000 441,000 441,000

組織の見通し

港湾行政を担う本組合は、一般会計、施設運営事業会計及び本会計の3会計を設けており、各会計に係る組織
が密接に連携し一体的な港湾運営を行っています。令和8年1月1日現在の本組合職員は501人で、このうち本会
計の職員数は42人となっています。
本組合は、行財政改革の取り組みによる業務の集約化・効率化等により限られた人員や財源を効率的・効果的
に活用した執行体制の構築に努めてきました。しかしながら、労働力人口の減少による人材確保が厳しさを増して
おり、将来的な職員数減少が見込まれることから、一層の業務及び組織の効率化が求められています。
本組合は、令和5年度から第6次行財政改革計画を策定し、今後も継続して組織・定員の適正な管理や人材の

確保・育成・活用の推進、業務の集約化・効率化に努め、組織力の向上を図っていきます。

名古屋港の港湾区域内の水面を埋め立て、臨海用地を造成する事業を行い、常に経済性を発揮するとともに、
名古屋港の港勢の発展と臨海用地の開発を図り、もって公共の福祉の増進に寄与するように運営を行います。
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４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）：別紙のとおり
（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３） 投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

　着実な用地造成を行い、名古屋港の発展に寄与していきます。

Ⅰ　名古屋港西部臨海用地
　　ⅰ　稲永ふ頭埋立地造成事業　　　　　　　　　　　　　令和8年度～令和11年度
　　ⅱ　弥富ふ頭第１貯木場南埋立地造成事業         令和8年度～令和11年度
　　ⅲ　弥富ふ頭第１貯木場北側埋立地造成事業      令和8年度～令和22年度

Ⅱ　名古屋港南部臨海用地
　　ⅰ　南5区埋立地の橋梁補修費・緑地整備費を計上

新 規 造 成 計 画
新規の造成を行う場合には、企業の需要動向を的確に把握するとともに、慎重に新

規造成計画を立てていきます。

②　収支計画のうち財源についての説明

目 標
　 土地売却収入等を充当することにより収支バランスの確保をし、健全な運営に努めま
す。

ⅰ　土地売却収入
　　　2（2）の処分計画における売却収入を計上。
ⅱ　土地貸付収入
　　　現行の賃借料収入を基に算定。
ⅲ　貯木場貸付収入
　　　現行の賃借料収入を基に算定。
ⅳ　一般会計貸付金返還金
　　　償還計画に基づき計上。

ⅰ　職員給与費
　　　令和8年度当初予算と同水準で推移すると見込む。
ⅱ　管理運営費
　　　消耗品費や光熱水費など管理・運営に係る一般的な経費について、過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅲ　維持補修費
　　　護岸、舗装等の老朽化対策や維持管理費用について、過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅳ　一般会計負担金
　　　退職金負担金等に係る経費については令和8年度当初予算と同水準で推移すると見込む。
　　　その他については過去の実績値等を基に平均値を算定。
ⅴ　減価償却費
　　　既存の資産の増減を加味して見込む。

資産の有効活用等に
よ る
収 入 増 加 の 取 組

今後も、遊休化している公共用地等について、賃貸借による土地の有効活用を行って
いきます。

土 地 売 却 の 促 進
企業の需要に応じた用地を提供するなど企業が立地しやすい環境を整えていくととも

に、愛知県をはじめとする周辺自治体との情報交換や、広域的な企業誘致活動に取り
組むことで、売却地の販売促進を図ります。

①　収支計画のうち投資についての説明

目 標
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５．中長期経営計画の事後検証、改定等に関する事項

中長期経営計画の事後
検証、改定等に関する事
項

　 毎年度進捗管理を行い、基本的に５年毎に更新します。
ただし、計画期間内において経営環境の著しい変化などにより計画と実績に著しい

乖離が生じた場合は見直しを検討します。

※　収支均衡について
　 （1）投資・財政計画（収支計画）の収益的収支については、一般管理費や維持補修費の増加により、毎年度純
損失が生じていますが、令和17年度において累積利益（繰越利益剰余金）は確保されており、また、資金面でも、
土地売却が計画どおり進まなくとも、資金不足には陥らない見込みです。
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様式第2号（法適用企業・収益的収支）

投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令 和 8 年 度
予 算

１． (A)

(1)

(2) (B)

(3)

２． 389,524 403,249 500,594 498,138 495,852 493,632 491,411 489,190 486,969 484,867 483,117 481,867

(1)

(2)

(3) 389,524 403,249 500,594 498,138 495,852 493,632 491,411 489,190 486,969 484,867 483,117 481,867

(C) 389,524 403,249 500,594 498,138 495,852 493,632 491,411 489,190 486,969 484,867 483,117 481,867

１． 528,665 677,969 684,874 646,576 669,990 667,281 661,349 666,208 664,947 664,170 665,110 664,744

(1) 77,213 60,934 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587 59,587

42,713 31,057 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787 30,787

34,500 29,877 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800 28,800

(2)

(3) 200 200 200 200 200 200 200 200

(4) 451,452 617,035 625,287 586,989 610,203 607,494 601,562 606,421 605,160 604,383 605,323 604,957

２． 36,101 39,011 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275 38,275

(1) 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

(2) 36,101 37,011 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275 36,275

(D) 564,766 716,980 723,149 684,851 708,265 705,556 699,624 704,483 703,222 702,445 703,385 703,019

(E) △ 175,242 △ 313,731 △ 222,555 △ 186,713 △ 212,413 △ 211,924 △ 208,213 △ 215,293 △ 216,253 △ 217,578 △ 220,268 △ 221,152

(F) 63,996 3,500,331 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

(G) 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20 20

(H) 63,996 3,500,311

△ 111,246 3,186,580 △ 222,555 △ 186,713 △ 212,413 △ 211,924 △ 208,213 △ 215,293 △ 216,253 △ 217,578 △ 220,268 △ 221,152

(I) 1,375,217 4,561,797 4,339,242 4,152,529 3,940,116 3,728,192 3,519,979 3,304,686 3,088,433 2,870,855 2,650,587 2,429,435
(J) 73,311,851 80,159,563 78,408,531 78,607,896 78,792,560 78,977,713 79,166,577 80,263,515 81,324,262 81,797,684 82,268,416 82,247,264

4,473,009 10,815,369 7,903,925 8,884,568 8,741,608 8,597,943 7,776,158 7,861,711 7,943,215 8,514,425 8,916,184 8,876,065

435,215 85,881 414,555 397,077 397,077 397,077 397,077 385,231 350,000 250,000 250,000 200,000

1
786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680 786,680

67,616,946 68,471,633 69,303,371 68,539,571 68,867,195 69,196,013 70,206,662 71,229,893 72,244,367 72,246,579 72,315,552 72,384,519
(K) 539,752 145,484 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920 134,920

491,246 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

( I )
(A)-(B)

(L) － － － － － － － － － － － －

(M)

－ － － － － － － － － － － －

(N) － － － － － － － － － － － －

(O) － － － － － － － － － － － －

(P) 67,616,946 68,471,633 69,303,371 68,539,571 68,867,195 69,196,013 70,206,662 71,229,893 72,244,367 72,246,579 72,315,552 72,384,519

(Ｑ) － － － － － － － － － － － －

(Ｒ) 77,759,782 86,686,859 84,532,252 84,334,540 84,122,127 83,910,203 83,701,990 84,413,697 85,124,444 85,347,866 85,568,598 85,347,446

－ － － － － － － － － － － －

営 業 外 収 益

土 地 等 売 却 収 益

受 託 工 事 収 益

そ の 他

営 業 収 益

令和13年度 令和14年度 令和15年度 令和16年度令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

補 助 金

他 会 計 補 助 金

そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

収 入 計

そ の 他

(C)-(D)

特 別 利 益

収

益

的

支

出

営 業 費 用

動 力 費

修 繕 費

職 員 給 与 費

基 本 給

退 職 給 付 費

そ の 他

土 地 等 売 却 原 価

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分

現 金 ・ 預 金
その他（有価証券、前払金、
短 期 貸 付 金 ）

収

益

的

収

入

特 別 損 失

材 料 費

そ の 他

減 価 償 却 費

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

収

益

的

収

支

そ の 他

支 出 計

経 常 損 益

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（Ｒ）×100)

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

令和17年度

健全化法施行令第３条第１項第２号ハに規定する
土 地 評 価 差 額

健全化法施行規則第９条第３号Ｅにより算定した
未 売 出 土 地 収 入 見 込 額

う ち 未 払 金
う ち 土 地 前 受 金

う ち 一 時 借 入 金

特 別 損 益 (F)-(G)

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金
う ち 売 出 土 地 （ 簿 価 ）
うち未売出土地（簿価）

公表は表示しない→



様式第2号（法適用企業・資本的収支）
投資・財政計画

（収支計画） （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令 和 8 年 度
予 算

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 1,015,489 5,178,000 1,125,000 1,794,361 936,482 936,482 936,482 1,863,482 1,851,636 1,330,405 1,163,785 722,785

(A) 1,015,489 5,178,000 1,125,000 1,794,361 936,482 936,482 936,482 1,863,482 1,851,636 1,330,405 1,163,785 722,785

(B)

(C) 1,015,489 5,178,000 1,125,000 1,794,361 936,482 936,482 936,482 1,863,482 1,851,636 1,330,405 1,163,785 722,785

１． 1,149,342 1,494,106 1,747,106 545,111 785,135 786,329 1,468,160 1,480,742 1,471,985 459,723 459,864 459,858

767,829 580,400 1,009,200 96,411 335,204 337,105 1,018,874 1,031,261 1,031,514 19,217 19,331 19,354

330,355 313,599 318,837 310,100 310,100 310,100 310,100 310,100 301,240 301,240 301,240 301,240

51,158 600,107 419,069 138,600 139,831 139,124 139,186 139,381 139,231 139,266 139,293 139,264

２．

３．

４．

５． 78,916 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894 81,894

(D) 1,228,258 1,576,000 1,829,000 627,005 867,029 868,223 1,550,054 1,562,636 1,553,879 541,617 541,758 541,752

(E) 212,769 △ 3,602,000 704,000 △ 1,167,356 △ 69,453 △ 68,259 613,572 △ 300,846 △ 297,757 △ 788,788 △ 622,027 △ 181,033

１．

２．

３． 212,769 704,000 613,572

４．

(F) 212,769 704,000 613,572

(G)

(H)

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度 前年度 前年度 本年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

令 和 8 年 度
予 算

令和16年度

企 業 債

建 設 改 良 費 に 係 る 企 業 債

元 利 金 債 等

他 会 計 出 資 金

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度

工 事 負 担 金

令和13年度 令和14年度 令和15年度

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国（都道府県）補助金

固 定 資 産 売 却 代 金

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

う ち 基 準 内 繰 入 金

他 会 計 へ の 支 出 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越
される支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

土 地 買 収 費 ・ 補 償 費

造 成 費

職 員 給 与 費

そ の 他

企 業 債 償 還 金

建 設 改 良 費 に 係 る 企 業 債 償 還 金

資

本

的

支

出

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

資本的収入額が資本的支出額に

不足する額     　　    (D)-©
補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

そ の 他

計

元 利 金 債 等 償 還 金

他会計長期借入返還金

令和17年度

令和17年度

合 計

令和15年度 令和16年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

令和9年度 令和10年度 令和11年度 令和12年度 令和13年度 令和14年度

う ち 基 準 外 繰 入 金


